確認書(各種書式テンプレート集)
※本テンプレートは弁護士監修ですが、確認内容の重要度・取引の性質に応じた修正が必要です。重要案件(契約の重要部分の確認・M&A関連・紛争予防目的等)では、必ず弁護士のレビューを受けてください。
【確認書の性質と他の書面との違い】 確認書は、既存の事実・合意事項を当事者間で確認する書面です。新規の権利義務を発生させない点で「覚書」(契約の追加・変更)・「合意書」(新規合意)とは異なります。また、双方の意思を確認する点で、一方的な約束である「念書」とも異なります。確認書は法的に有効であり、訴訟での書証として活用できるほか、認識のズレを防止する紛争予防効果があります。

このテンプレの使い方
本テンプレートは、複数の書式パターンを含む確認書のひな形集です。次の手順でご利用ください。
1. Wordをダウンロード
1. 使用するパターンを選択(下記「書式パターン早見表」参照)
1. 当事者・確認内容を編集(青字部分・[ ]内を置換)
1. 甲・乙の双方が署名又は記名押印
1. 電子契約で締結(タイムスタンプ付与)

書式パターン早見表
	パターン
	該当ケース
	主な対象

	メイン
	確認書(汎用版)
	全般

	①
	契約内容確認書
	既存契約の細部確認

	②
	取引条件確認書
	取引前の条件確認

	③
	合意事項確認書
	交渉結果の文書化

	④
	業務内容確認書
	委託業務の詳細確認

	⑤
	設備状況確認書
	物件・設備の現況確認

	⑥
	借受確認書
	物品・金銭の借受確認




【メインテンプレ】確認書(汎用版)

確 認 書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
甲の正式名称(例:○○株式会社) 乙の正式名称(例:○○株式会社)
甲及び乙は、下記の事項について相互に確認したことを証するため、本確認書を作成する。
                記
【背景】
[確認に至る背景・経緯を簡潔に記載] (例:令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付で締結した[契約名]について、細部の取扱いを明確化するため等)
【確認事項】
1. [確認事項1の内容]
1. [確認事項2の内容]
1. [確認事項3の内容]
1. [確認事項4の内容]
【その他】
本確認書記載の事項は、甲乙間の既存の権利義務を確認するものであり、新規の権利義務を発生させるものではない。
本確認書の解釈について疑義が生じた場合は、甲乙誠実に協議の上、解決を図るものとする。

上記の事項を確認するため、本確認書を2通作成し、甲乙署名又は記名押印の上、各1通を保有する。
(電子契約による締結の場合は、電磁的記録を作成し、甲乙が電子署名を施し、これをもって本書面に代えるものとする。)

令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
【甲】 住所:[甲の本店所在地] 氏名又は名称:[甲の正式名称] 代表者:代表取締役 [氏名] 印
【乙】 住所:[乙の本店所在地] 氏名又は名称:[乙の正式名称] 代表者:代表取締役 [氏名] 印


【書式パターン①】契約内容確認書
(既存契約の細部を補完・確認する場合)

契 約 内 容 確 認 書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[甲の正式名称] [乙の正式名称]
甲及び乙は、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付で締結した契約名(例:業務委託契約書)に関し、下記の事項について相互に確認したことを証するため、本確認書を作成する。
                記
原契約の特定
	項目
	内容

	契約名
	[契約名]

	締結日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	契約期間
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日〜令和[YYYY]年[MM]月[DD]日


確認事項
1. 契約金額:原契約第○条記載の契約金額について、消費税を含めて金[○○○,○○○]円(税込)であることを確認する。
1. 支払期日:報酬の支払期日は、毎月末日締め翌月末日払いであることを確認する。
1. 業務範囲:原契約第○条記載の業務内容には、次の事項が含まれることを確認する。
0. [業務内容1の具体的範囲]
0. [業務内容2の具体的範囲]
1. 納期:第1回目の納品期日は令和[YYYY]年[MM]月[DD]日であることを確認する。
1. その他:[必要に応じて追加]
原契約との関係
本確認書記載の事項は、原契約の細部を補完するものであり、本確認書の内容と原契約の内容が矛盾する場合は、原契約が優先する。

甲(住所・氏名・印) 乙(住所・氏名・印)

【パターン①(契約内容確認書)の留意点】 - 既存契約の細部補完のため・新規合意を含まない - 原契約と矛盾する場合は原契約優先と明記 - 重要な変更は別途「覚書」を作成


【書式パターン②】取引条件確認書
(取引前の条件確認・売買等)

取 引 条 件 確 認 書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[売主(甲)] [買主(乙)]
甲及び乙は、下記の取引条件について相互に確認したことを証するため、本確認書を作成する。
                記
取引条件
	項目
	内容

	取引品目
	[品名・型番]

	取引数量
	[○○○]個

	単価(税抜)
	金[○,○○○]円

	取引金額(税抜)
	金[○○○,○○○]円

	消費税(10%)
	金[○○,○○○]円

	取引金額(税込)
	金[○○○,○○○]円

	納期
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	納品場所
	[住所]

	納品方法
	[運送方法]

	支払条件
	納品後[30]日以内・銀行振込

	振込手数料
	買主負担

	検収期間
	納品後[5]営業日以内

	契約不適合責任
	納品後[1]年間

	反社会的勢力排除
	双方が反社会的勢力でないことを表明保証


その他
1. 上記取引については、別途「売買契約書」を令和[YYYY]年[MM]月[DD]日までに締結することとする。
1. 本確認書の内容と将来締結する売買契約書の内容が矛盾する場合は、売買契約書が優先する。

甲(住所・氏名・印) 乙(住所・氏名・印)

【パターン②(取引条件確認書)の留意点】 - 本契約締結前の条件確認に使用 - 後に本契約書を締結する場合は契約優先の明記 - 重要事項を漏れなく確認


【書式パターン③】合意事項確認書
(交渉結果の文書化)

合 意 事 項 確 認 書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[甲] [乙]
甲及び乙は、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日の協議の結果、下記の事項について合意したことを相互に確認する。
                記
合意事項
1. [合意事項1の概要]
· 詳細:[合意内容の詳細]
· 実行時期:令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
1. [合意事項2の概要]
· 詳細:[合意内容の詳細]
· 実行時期:令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
1. [合意事項3の概要]
· 詳細:[合意内容の詳細]
· 実行時期:令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
後の対応
1. 上記合意事項に基づき、別途[正式契約書/覚書]を作成し、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日までに締結することを目指す。
1. 正式契約書の締結までの間、上記合意事項は甲乙双方を拘束するものとする。
1. 本確認書記載の事項について、正式契約書締結時に変更がある場合は、変更内容に従って契約書を作成する。

甲(住所・氏名・印) 乙(住所・氏名・印)

【パターン③(合意事項確認書)の留意点】 - 交渉結果の暫定的な文書化 - 後に正式契約書を作成する場合に有効 - 法的拘束力の範囲を明確化


【書式パターン④】業務内容確認書
(委託業務の詳細確認)

業 務 内 容 確 認 書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[委託者(甲)] [受託者(乙)]
甲及び乙は、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付業務委託契約書に基づき、下記の業務内容の詳細について相互に確認する。
                記
委託契約の特定
	項目
	内容

	契約名
	業務委託契約書

	締結日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	報酬額
	金[○○○,○○○]円(税込)

	契約期間
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日〜令和[YYYY]年[MM]月[DD]日


業務内容の詳細
	No.
	業務項目
	業務内容
	納期

	1
	[項目1]
	業務内容の詳細
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	2
	[項目2]
	業務内容の詳細
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	3
	[項目3]
	業務内容の詳細
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日


成果物の特定
	No.
	成果物名
	形式
	媒体
	仕様・要件

	1
	[成果物1]
	PDF
	クラウド
	[仕様詳細]

	2
	[成果物2]
	Excel
	クラウド
	[仕様詳細]

	3
	[成果物3]
	データセット
	クラウド
	[仕様詳細]


納品方法・連絡体制
	項目
	内容

	納品方法
	[メール・クラウドストレージ・郵送等]

	連絡頻度
	[週次・月次等]

	担当者(甲)
	[氏名・部署・連絡先]

	担当者(乙)
	[氏名・連絡先]


その他
1. 本確認書記載の業務範囲外の事項は、別途協議の上、覚書又は変更契約により対応する。
1. 業務内容に変更がある場合、双方の書面又は電磁的方法による合意により行う。

甲(住所・氏名・印) 乙(住所・氏名・印)


【書式パターン⑤】設備状況確認書
(賃貸借物件・設備の現況確認)

設 備 状 況 確 認 書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[賃貸人(甲)] [賃借人(乙)]
甲及び乙は、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付賃貸借契約書の対象物件について、下記の通り入居時の設備・物件の状況を相互に確認する。
                記
物件の特定
	項目
	内容

	物件所在地
	[都道府県・市区町村・建物名・部屋番号]

	物件構造
	[構造・階数・面積]

	入居開始日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日


物件・設備の状況
	部位・設備
	状況
	備考

	床(リビング)
	[良好/小傷あり]
	[備考]

	床(寝室)
	[良好/小傷あり]
	[備考]

	壁・天井
	[良好/汚れあり]
	[備考]

	扉・建具
	[良好/不具合あり]
	[備考]

	窓
	[良好/不具合あり]
	[備考]

	給排水設備(キッチン)
	[良好/不具合あり]
	[備考]

	給排水設備(浴室)
	[良好/不具合あり]
	[備考]

	給排水設備(トイレ)
	[良好/不具合あり]
	[備考]

	電気設備
	[良好/不具合あり]
	[備考]

	ガス設備
	[良好/不具合あり]
	[備考]

	エアコン
	[良好/不具合あり]
	[備考]

	その他付属物
	[リスト]
	[備考]


写真添付
別添写真[10]点(入居時撮影・令和[YYYY]年[MM]月[DD]日)
退去時の取扱い
退去時の原状回復については、本確認書記載の状況を基準とし、国土交通省「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン」(2011年8月再改訂)に準拠する。
1. 通常損耗・経年劣化は賃貸人(甲)の負担とする。
1. 賃借人(乙)の故意・過失・善管注意義務違反による損耗は賃借人の負担とする。

甲(住所・氏名・印) 乙(住所・氏名・印)

【パターン⑤(設備状況確認書)の留意点】 - 入居時の現状を写真とともに記録 - 退去時の原状回復トラブル予防効果大 - 国交省ガイドライン準拠の運用 - 賃貸人・賃借人双方の保護に資する


【書式パターン⑥】借受確認書
(物品・金銭の借受確認)

借 受 確 認 書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[貸主] 殿
[借受人]:[住所・氏名] 印
私[借受人氏名]は、[貸主名]より、下記の[物品/金銭]を借り受けたことを確認します。
                記
借受の内容
	項目
	内容

	借受物
	[物品名・型番又は金銭額]

	借受日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	返還期日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	返還条件
	[原状返還・利息等の条件]

	借受時の状態
	[借受時の物品の状態]


借受人の義務
1. 借受人は、本物品(金銭)について、善良な管理者の注意義務をもって保管・使用します。
1. 借受人は、本物品(金銭)を第三者に譲渡・転貸・担保提供することはできません。
1. 借受人は、本物品の損傷・滅失が生じた場合、貸主に対し賠償の責任を負います。
1. 借受人は、返還期日までに、本物品(金銭)を返還するものとします。

【パターン⑥(借受確認書)の留意点】 - 借用書類似の機能(物品借受時の証拠) - 一方的な確認書(借受人から貸主への確認) - 重要な借受は別途消費貸借契約書・賃貸借契約書を検討 - 金銭借受の場合は印紙税の確認(消費貸借契約に該当する可能性)

必須5項目チェックリスト
確認書の必須5項目を整理します。
· ① 表題(「○○確認書」)
· ② 当事者の特定(双方の氏名・名称・住所)
· ③ 確認内容(具体的事実・合意事項)
· ④ 確認日
· ⑤ 署名・押印(双方)

印紙税について
確認書は、原則として印紙税法上の課税文書に該当しないため、印紙税は非課税です。
· 確認書は既存の事実・合意の確認であり、契約書(課税文書)とは異なります。
· 紙で作成する場合も、電子化する場合も、原則として印紙税は不要です。
課税対象となる例外
確認書の内容が実質的に契約書である場合(売買・請負等の課税対象取引を新たに合意する場合)、印紙税の対象となる可能性があります。具体的な税務判断は税理士にご相談ください。
· 借受確認書(金銭):消費貸借契約に該当する場合は印紙税対象(第1号文書)
· 取引条件確認書:実質的な契約書として扱われる場合あり

電子化の対応
確認書は、頻度高く発行される業務文書のため、電子化のメリットが大きい場面です。
電子化のメリット
· 印紙税ゼロ(印紙税対象となる例外でも電子契約なら無料)
· タイムスタンプによる確認日時の証拠化
· 改ざん検知(電子署名で内容変更を防止)
· 電子帳簿保存法に自動対応(2024年1月完全義務化)
· 多数の確認書の一元管理(検索性・経理処理の効率化)
· 取引先のアカウント登録不要(数クリックで署名)
· スマホからも署名可能(現場での確認にも対応)
· 写真・添付資料の電子保管(設備確認等)
· 関連契約書との一元管理(契約書・覚書・確認書・受領書等)
· 環境への配慮(ペーパーレス)

利用上の注意
※本テンプレートは弁護士監修ですが、確認内容の重要度・取引の性質に応じた修正が必要です。重要案件は必ず弁護士にご相談ください。
必ず確認すべき事項
· 適切な書面選択(確認書/覚書/念書/合意書のいずれが適切か)
· 確認内容の正確性(客観的事実・合意事項の正確な記載)
· 当事者の特定(氏名・名称・住所の正確性)
· 確認日の明示
· 押印(双方の押印・電子契約も可)
· 新規合意との区別(新規合意があれば「合意書」「覚書」を使用)
4つの書面の使い分け
	場面
	推奨書面

	既存事実・合意を確認したい
	確認書

	契約条件を変更したい
	覚書

	相手に一方的に約束させたい
	念書

	新たな合意を成立させたい
	合意書


場面別の留意点
	場面
	留意点

	契約内容確認書
	原契約優先の明記・重要変更は覚書

	取引条件確認書
	本契約締結予定の明記

	合意事項確認書
	法的拘束力の範囲明確化

	業務内容確認書
	業務範囲の漏れ防止

	設備状況確認書
	写真添付・原状回復対応

	借受確認書
	印紙税確認・別途契約書検討


業種・場面別の追加検討事項
	業種・場面
	追加検討事項

	不動産業
	国交省ガイドライン準拠・写真添付

	IT・SaaS
	仕様確認・要件定義の明示

	建設業
	工程確認・仕様変更の取扱い

	製造業
	製品仕様・品質基準の確認

	業務委託全般
	業務範囲・成果物の明確化

	M&A
	デューデリ事項・表明保証の確認


編集時の注意
· [ ]括弧内の箇所は、案件の状況に応じて編集してください。
· 不要なパターンは削除可能。
· 確認内容を具体的・正確に記載してください。
· 新規合意を含む場合は、「合意書」又は「覚書」の使用を検討してください。
· 重要案件は弁護士に内容確認を依頼してください。
重要案件は専門家相談
· 弁護士(法的効力の判断・紛争予防・契約解釈)
· 税理士(印紙税・税務処理)
· 司法書士(関連登記)
· 行政書士(関連書類作成)
· 法テラス(経済的に余裕がない方の無料相談)
なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
※本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行をもとに作成しています。法令や制度は変更される場合がありますので、最新情報は所管官庁等の公式情報をご確認ください。本テンプレートは一般的なひな形であり、確認内容の重要度・取引の性質・業種に応じた個別のカスタマイズについては、必ず弁護士・税理士等の専門家にご相談ください。重要案件・契約の重要部分の確認・M&A関連・紛争予防目的の確認では、特に専門家のレビューを強くおすすめします。本記事は一般的な情報提供を目的としており、特定の事案に関する法的助言を提供するものではありません。確認書の内容が後の権利義務に重大な影響を及ぼす可能性があるため、信頼できる専門家のサポートをご検討ください。
